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快適な生活環境の保全�
　地球温暖化問題が深刻化する中、このまま対策を講じない場合、滋賀県では人口の増加や自動車保有台数の増加、社
会経済活動の活発化等により、温室効果ガスの排出の増加が予測されています。
　地球温暖化防止を図り、快適な生活環境を創造するため、温室効果ガスや大気汚染物質の排出量の一層の削減が求め
られています。また、化学汚染物質に対しては、事業者の適正管理による環境リスク低減に向けた取組が求められてい
ます。

地球温暖化対策の推進 ＜環境政策課温暖化対策室＞

　地球温暖化により、既に現在、水資源や自然生態系へ
の悪影響が顕在化しており、今後の気温上昇によりさら
に深刻な影響が予想されています。
　このような中、県では、地球温暖化対策を総合的、計
画的に推進するため、平成１５（２００３）年３月に「滋賀県地
球温暖化対策推進計画」を策定、平成１８（２００６）年１２月に
は、平成１７（２００５）年２月の京都議定書発効を受けて、計
画を一部改定しました。同計画では、平成２２（２０１０）年に
おいて、県域における温室効果ガスの総排出量を平成２
（１９９０）年比－９％に抑制することを目標としています。
　目標達成のためには、「滋賀県大気環境への負荷の低
減に関する条例」の遵守をはじめ、国と連携を図り、県
民、事業者、市町、地球温暖化防止活動推進センター、
地球温暖化防止活動推進員などとの連携による一層の取
組が必要となっています。

●●●●●●●●●●●地球温暖化防止活動推進センターによる
地球温暖化対策の推進

　温室効果ガスの排出削減のためには、県民自らがその
重要性を意識して生活様式を転換することが大切であ
り、そのための普及啓発を強化、推進するため、「地球温
暖化対策推進法」に基づき、平成１２（２０００）年１０月に滋賀
県地球温暖化防止活動推進センターを指定しました。推
進センターを気づきと行動のための拠点と位置づけ、主
に家庭を対象として、地球温暖化防止に係る啓発・広報
活動、地球温暖化防止活動推進員の活動支援、温暖化防
止にかかる相談、助言等を行っています。

●●●●●●●●●●●地球温暖化防止活動推進員による普及
啓発

　地球温暖化対策推進法第２３条により、知事は地球温暖
化対策に関する普及啓発や地球温暖化防止活動の推進に
熱意と識見を有する者を推進員として委嘱することがで
きるとされています。滋賀県では平成２０（２００８）年４月に
１２１名の推進員（任期２年）を委嘱し、学校や企業への
出前講座など地域での普及活動に取り組んでいただいて
います。

 
　低公害車の導入を促進するため、自動車販売時に環境
情報を提供できる人材を養成する「エコカーマイスター
事業」を実施し、環境負荷の少ない自動車の普及に努め
ています。

　◆Ｈ１９年度　エコカーマイスター認定者　１０９名
　　　　　　　　　　　　　　　　　累計　３２０名

　

 
　エコドライブ（環境負荷の軽減に配慮した自動車の使
用）の実践および普及・推進をはかるため、「エコドラ
イブマイスター講習会」を開催し、家庭や事業所を対象
としたエコドライブの普及・啓発に努めています。

　◆Ｈ１９年度　エコドライブマイスター認定者　１５名

●●●●●●●●●●●エコカーマイスター事業

●●●●●●●●●●●エコドライブマイスター事業

削減量
（千ｔ-CO2）

削 減 目 標 を 設 定 す る 取 組
主　

体

　148○省エネルギー・省資源行動の徹底
県　

民

　  34○環境に配慮した自動車利用
　  48○住宅の省エネルギー化や新エネルギーの導入
　230小　　　計
　600○大気環境負荷低減計画

事　

業　

者

　154○省エネルギー・省資源型の事業活動
　226○ビルや工場等の省エネ化
　323○環境に配慮した自動車利用
　131○エネルギー原単位の改善
1,434小　　計
　355○社会基盤の整備等の推進行　

政
　  20○事業者としての率先行動
   375小　　計
2,039排出削減量合計

　583○緑の保全・創出によるCO2吸収行
政

2,622排出削減量合計、吸収量合計

◆滋賀県における温室効果ガス排出量の推移（千t-CO2）
将来推計実　績　値

部　門　名 2010年2002年1999年1990年
（基準年）

14,14912,51412,54011,803エネルギー起源CO2
6,1305,9266,0066,564産業部門
4,2903,6833,5892,897運輸部門
3,7272,9052,9442,341家庭および業務その他
1,8211,5871,5321,259家庭部門
1,9061,3181,4131,083業務その他部門
1.20.50.30.2エネルギー転換部門
2695756991,251非エネルギー起源CO2
269240242101廃棄物部門
0.5543354571,149その他（工業プロセス）
14,41813,08913,23813,054小計（二酸化炭素排出量）

204197206209CH4
144124122105N2O
60607755代替フロンガス等3ガス
57576125HFC
000.20.1PFC
441530SF6
408381405368小計（その他ガス）

14,82613,47013,64413,423総排出量

110.5100.4101.61001990年を100とする指数

「滋賀県地球温暖化対策推進計画［改訂版］」

主体ごとの主な取組
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大気環境保全対策の推進 ＜琵琶湖再生課＞

　大気環境については、汚染物質の移流・反応等による
光化学スモッグなどの広域的な問題、自動車や工場・事
業場から排出される窒素酸化物などによる地域の生活環
境に係る問題、様々な有害化学物質による健康影響のお
それなど多様な問題があります。

◆大気汚染に係る環境基準

●●●●●●●●●●●汚染状況の把握
　二酸化いおう等による環境
汚染状況を把握するため、県
内１５箇所（県設置９局、大津
市設置６局）で２４時間連続監
視を行っています。
　測定局のデータは、環境省
が運営するシステム（愛称「そ
らまめ君」）によりインターネ
ットからリアルタイムに見る
ことができます。
　WEB　　
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　また、有害大気汚染物質のうち、優先的に対策に取り
組む必要のあるベンゼン、トリクロロエチレン、テトラ
クロロエチレン、ジクロロメタ
ン等について、東近江、長浜、
草津、今津、堅田、南小松、信
楽（以上、一般環境）、自排草
津（道路沿道）、湖南（発生源
周辺）の９箇所で毎月１回測定
を行っています。
　なお、測定局が整備されてい
ない地域の大気環境の把握や、
発生源周辺の局所的な大気汚染
状況の監視のため、自動測定機

器を搭載した環境測定車「あおぞら２号」による移動監
視を実施しています。

 
　大気環境基準は二酸化いおう等１０項目定められていま
すが、平成１９年度調査の結果、光化学オキシダント以外
の項目は環境基準に適合していました。

◆大気関係環境基準達成状況（平成１９年度）　

◆二酸化窒素（NO２）の経年変化

　窒素酸化物の環境基準は二酸化窒素で定められてお
り、環境基準は達成していますが、特に自動車排出ガス
測定局で濃度が高くなっています。

◆浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）の経年変化

　濃度の高い傾向にある自動測定局の経年変化は、上図
のとおりで、低下傾向から横ばいになっています。な
お、毎年３～４月の黄砂飛来により、一時的に浮遊粒子
状物質濃度が高くなることがあります。

●●●●●●●●●●●大気環境調査の実施
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◆ベンゼンの経年変化

（年度） 

環境基準 

（μg／m3） 

　自動車排出の影響が大きいベンゼンについては、平成
１２年度まで道路沿道の測定地点で環境基準を超過してい
ましたが、平成１３年度以降は環境基準より低いレベルに
なっており、平成１９年度も全地点で環境基準を達成して
いました。

◆光化学スモッグ注意報発令状況

平10
（年度） 
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　光化学オキシダントの濃度が発令基準を超える状態が
継続するとみられるときには、気象条件を考慮して、光
化学スモッグ注意報等を発令しており、平成１０年度以
降、毎年注意報を発令しています。

 
　「大気汚染防止法」で定める規制対象施設（３３施設）
と、規制項目に加えて、滋賀県公害防止条例では、施設
（６施設）や規制項目（アンチモン、フェノール）の追
加を行うとともに、有害物質については煙突等の排出口
だけでなく敷地境界での基準を設けて規制を行っていま
す。また、有害物質の排出のおそれのある工場・事業場
を指定工場として許可制とし、より厳しい監視指導を行
っています。

●●●●●●●●●●●工場・事業場からの排出ガス対策

物質の例示規　制　物　質

SO２、SO３いおう酸化物

ばい煙 すすなどばいじん

NO、NO２、Cd、Pb、HCI等有害物質

セメント粉、石炭粉、土石粉等一般粉じん
粉じん

石綿（アスベスト）特定粉じん

CO、HC、Pb、NOXなど自動車排出ガス

ベンゼン、トリクロロエチレン、テ
トラクロロエチレン指定物質※

※規制物質、規制基準とは異なり、その排出または飛散を早急
に抑制しなければならないものとして政令・告示

◆ばい煙発生施設構成比（平成１９年度末現在）

ガスタービン2.4％ 
廃棄物焼却炉2.6％ 

金属溶解炉2.2％ 

ガス機関1.5％ 

金属加熱炉4.3％ 

窯業用焼成炉4.4％ 

ディーゼル機関 
11.1％ 

乾燥炉5.4％ 

ボイラー65.1％ 

その他0.9％ 

合計3,380施設 

合計4,944km3N/年 

窯業用焼成炉、 
溶融炉43.9％ 

ボイラー20.5％ 

ディーゼル機関 
17.0％ 

廃棄物焼却炉8.6％ 

その他9.9％ 

◆窒素酸化物排出量（平成１７年度）

 
　石綿は、安価で耐薬品性・耐熱性など優れた長所を持
つため、建材を中心に大量に使用されてきましたが、中
皮腫や肺ガン等、重篤な健康障害を引き起こすおそれが
あります。平成１７（２００５）年６月に兵庫県内の石綿製品製
造工場の周辺で、石綿による住民の健康被害が明らかに
なり、全国の石綿製品製造工場や、石綿を含む建材の解
体工事等に対する不安が拡がり、社会的にも問題となり
ました。
　これに伴って、石綿による健康被害の救済に関する法
律が制定されたのをはじめ、大気汚染防止法等、石綿関
連法令の一部改正が行われ、規制が強化されました。
　県では、関係部局や国の機関との連携を強化するため
に、平成１７（２００５）年８月に滋賀県アスベスト対策会議を
設置し、アスベスト対策の総合的な調整や、情報の共有
を図っています。
　特に、環境面からは、石綿を含む建材の解体工事（特
定粉じん排出等作業）の現場への立入・指導や一般環境
大気中の石綿濃度の測定等を実施するなど大気中への石
綿飛散防止に努めています。

●●●●●●●●●●●石綿（アスベスト）飛散防止対策 
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◆大気環境中のアスベスト濃度の調査結果

調査結果地点調査時期

０．００～０．２１本/㍑６地点夏期

平成１８年度 ０．００～０．１６本/㍑６地点秋期

０．００～０．１０本/㍑６地点冬期

０．００～０．１７本/㍑６地点春期

平成１９年度
０．００～０．１６本/㍑６地点夏期

０．００～０．１７本/㍑６地点秋期

０．００～０．１１本/㍑６地点冬期

　調査地点の大気中の石綿濃度は、全地点において、ＷＨＯ環境保健クライテリ
ア（※）と比較して十分低い値になっています。
　※ＷＨＯ環境保健クライテリア：世界の都市部の一般環境中の石綿濃度は１～
１０本/リットル程度であり、この程度であれば健康リスクは検出できないほ
ど低い

 
　滋賀県では、地球温暖化、ばい煙および化学物質等に
よる大気汚染などの問題への取組を総合的に推進するた
め、平成１２（２０００）年３月に「滋賀県大気環境の負荷の低
減に関する条例」（以下「大気環境負荷低減条例」）を制
定しました。
　この条例で、事業活動においてばい煙を排出したり、
有害な大気汚染物質を使用し大気中へ排出する事業者の
うち、従業員が２１人以上の事業者については「大気環境
負荷低減計画」の策定を義務づけています。
　この計画は、事業活動において発生する温室効果ガ
ス、ばい煙および有害大気汚染物質等の排出を抑制する
ための基本的な方針と推進体制を明らかにし、それら物
質の削減目標の設定等を行うものです。
　県内では、延べ７０６事業場（平成１９年度末）で大気環
境負荷低減計画が策定され、それぞれ自主的な取組が行
われています。

●●●●●●●●●●●大気環境負荷低減計画の策定

◆大気環境負荷低減条例取組規定

県事業者県　民

地球温暖化対策
推進計画の策定

温室効果ガスの排出抑制地球温暖化対策

自動車管理計画
策定の指導

アイドリングストップの励行・走行量
の抑制・低公害車の購入

自動車の使用に
伴う取組

自動車管理計画の作
成・実施
アイドリングストップ
の周知

―

適正な回収・処理
の指導

フロン回収への協力
オゾン層破壊物
質の排出抑制

適正な回収・処理―

計画策定の指導・
計画策定事業者
名の公表

大気環境負荷低減計画
の策定・実施

事業活動に伴う
取組

 
　自動車排出ガス対策として、県では大気負荷低減条例
に基づき、ドライバーにはアイドリングストップの励行
を求めるとともに、５０台以上の自動車を使用する事業者
には低公害車の導入目標等を盛り込んだ自動車管理計画
の策定を求めています。自動車排ガス測定局監視結果で
は、自排草津局および自排水口局において窒素酸化物は
０．１ppm前後の高い値で推移しています。自排草津局に
おいては、通勤時間と重なり交通が混雑する午前７時頃
に一酸化窒素濃度が上昇する傾向がみられます。また、

●●●●●●●●●●●自動車排出ガス対策

浮遊粒子状物質については全地点で、近年低下する傾向
を示しています。

◆窒素酸化物（NOx）の経年変化
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◆浮遊粒子状物質（SPM）の経年変化
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　オゾン層破壊物質であるフロン対策として、県では、
大気環境負荷低減条例をはじめ、家電リサイクル法、フ
ロン回収破壊法、自動車リサイクル法などにより、冷媒
用フロンを大気中に放出しないよう指導しています。な
お、平成１８（２００６）年６月にフロン回収破壊法が改正さ
れ、平成１９（２００７）年１０月より施行されました。
　本県におけるフロン回収破壊法に基づくフロン回収業
者等の登録数については、業務用冷凍空調機器関係を取
り扱う第１種フロン類回収業者が平成１９年度末において
６４０業者となっており、これらの登録業者によりフロン
回収が行われています。

 
　工場や自動車から排出されたいおう酸化物や窒素酸化
物が溶け込んだ酸性の強い雨（霧、雪、その他粒子状あ
るいはガス状のものを含む）のことで、平成１０～１４年度
の全国年平均pH値は４．７２～４．９０でした。魚類、森林、樹
木、文化財等への影響が懸念されています。
　県では、酸性雨の実態を把握するため平成２（１９９０）年
から酸性雨調査を実施しています。これまでの調査結果
では、年平均pH値は４．４１～４．８４の範囲内にあり、経年的
には低下傾向が見られません。

●●●●●●●●●●●オゾン層保護対策

●●●●●●●●●●●酸性雨



３０

滋賀県の
地勢

琵琶湖の
あらまし

滋賀県の
環境行政の
枠組み

豊かで美しい
自然環境の
保全

健全な
水環境の
保全

快適な
生活環境の
保全

クリーンな
新エネルギーの
開発・導入

ゼロ・エミッションの
取組の推進

確実な環境
配慮の実践

新たな
環境活動
基盤の整備

地域における
環境づくり

滋賀県庁の
環境負荷
低減への取組

滋賀の環境の
あゆみ

◆pHの年平均値の地点別推移
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化学物質による環境リスク対策の推進 
 ＜琵琶湖再生課＞

　私たちの身の回りには、化学物質から作られた様々な
製品があり、日常生活にはなくてはならないものになっ
ています。反面、その生産の過程などで多種多様な化学
物質が環境中に排出されており、私たちの健康や生態系
などへの悪影響が心配されています。
　このような化学物質の適正な管理のため、平成１１
（１９９９）年７月に「特定化学物質の環境への排出量の把握
等及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR法）」が制
定され、取扱い事業場からの報告に基づき環境中に排出
された化学物質の種類や量などが公表されています。
　また、化学物質の多くは、その有害性の程度や環境中
での挙動などについて未解明な部分も多いことから、従
来のように基準を定めて使用や排出を規制するような対
策だけではなく、健康被害や生態系への悪影響が発生す
るおそれ（リスク）を小さくするために化学物質の適正
な管理の促進やより安全な代替物質に転換するなどの
「環境リスク管理」の導入を進める必要があります。

8,000 
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0
H13
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排
出
量
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◆PRTR上位５物質の排出量推移

 
　水質汚濁防止法に基づいて平成元年度から行っている
地下水調査の結果、これまで県内では、下の図に示す地
域で有機塩素系化合物や砒素（自然由来と考えられる）
などの地下水汚染が見つかっています。
　平成１９年度は、４９地域（自然由来の汚染と考えられる
地域も含む。）で地下水のモニタリング調査を実施しまし
た。県では新たな地下水汚染が見つかった時点で、事業
場に対して浄化対策を指導するなどの対応を実施してき
ました。その結果、人為的な汚染物質である有機塩素系
化合物による汚染地域６０地域のうち３９地域で環境基準以
下になるなどの改善が見られています。
　また、平成１５（２００３）年２月には、「土壌汚染対策法」
が施行され、汚染された土壌による健康被害の防止に関
する措置が規定されました。同法の施行後、工場の敷地
内での調査の結果、土壌や地下水の汚染が発見される事
例が相次いだため、本県においても汚染を未然に防止す
るとともに、汚染が発見された場合の措置などについ
て、新たな制度を設ける必要があると考え、平成１９
（２００７）年１０月１９日に滋賀県公害防止条例を改正し、平成
２０（２００８）年８月１日から施行しました。この条例の改正
により、対象者は新たな届出が必要となるほか、敷地内
における地下水の汚濁状況の調査や報告、形質変更時の
土地の汚染対策などが義務づけられました。

●●●●●●●●●●●土壌・地下水汚染対策の推進

pb ：鉛 
Cr6+ ：六価クロム 
As ：砒素 
Hg ：総水銀 
CT ：四塩化炭素 
MC ：ジクロロメタン 
DCA ：1，2-ジクロロエタン 
DCE ：1，1-ジクロロエチレン 

cis ：シス-1，2-ジクロロエチレン 
TCE ：トリクロロエチレン 
PCE ：テトラクロロエチレン 
B ：ほう素 
F ：ふっ素 
N ：硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 

愛荘町 

平成20（2008）年3月末現在 

DCA

◆化学物質別届出排出量（平成１８年度）

届出排出量合計 
31.0t

公共用水域への排出 

ふっ化水素及び 
その水溶性 
塩 
37.4％ 

亜鉛の水溶 
性化合物 
12.2％ 

ほう素及び 
その化合物 
10.2％ 

マンガン及び 
その化合物 
8.5％ 

1,3ジクロロ-2- 
プロパノール 
11.2％ 

エチレン 
グリコール 
5.4％ 

その他 
15.1％ 
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　県では、平成１２（２０００）年に施行された「ダイオキシン
類対策特別措置法」に基づき、大気、水質・底質および
土壌のダイオキシン類による汚染状況の常時監視調査を
実施しています。
　平成１８年度の調査結果は次のとおりであり、環境基準
と比較して十分低い状況にあります。
　今後も調査を継続し、実態把握に努めるとともに、ダ
イオキシン類対策特別措置法の適正な運用を図り、ダイ
オキシン類の発生抑制に努めます。

●●●●●●●●●●●ダイオキシン類対策

◆ダイオキシン類調査結果（平成１９年度）

備　　考
ダイオキシン類の濃度

調査対象
（地点数）

範囲平均値

環境基準値：０．６
全国調査結果（平成１８年度）
平均値０．０５０（０．００５３～０．４０）

０．０２１～０．０３４０．０２８大気（７地点）

環境基準値：１．０
全国調査結果（平成１８年度）
平均値０．２１（０．０１４～３．２）

０．０２８～０．０３８

０．０１９ ～ ０．７１

０．０３３

０．０３７

　琵琶湖（２地点）
水質
　河川（６河川）

環境基準値：１５０
全国調査結果（平成１８年度）
平均値６．７（０．０５６～７５０）

３．８～３４

０．１１ ～ ２１

１８．９

　４．０

　琵琶湖（２地点）
底質
　河川（６河川）

環境基準値：１．０
全国調査結果（平成１８年度）
平均値０．０５６（０．０１３～２．２）

０．０１５～０．０７００．０２２地下水（１６地点）

環境基準値：１，０００
調査指標値：　２５０
全国調査結果（平成１８年度）
平均値２．６（０．０～３３０）

０．００３７～４．６０．７０土　壌（１６地点）

※１：各地点ごとに年４回実施した調査の算術平均値の範囲である。
単位：大気はpg-TEQ/m３、水質、地下水はpg-TEQ/㍑、底質、土壌はpg-TEQ/ｇ。

◆大気中濃度（全地点平均）の推移

ダ
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度 

滋賀県 
全国平均 
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※平成10・11年度はコプラナーPCBの測定を行っていない。 
※毒性等価係数：平成10年度はI-TEF（1988）を平成11年度以降はWHO-TEF（1998）を使用。

騒音・振動・悪臭対策の推進 ＜琵琶湖再生課＞

 
　騒音・振動は、不快感や安眠妨害をもたらし、各種公
害のなかでも日常生活に最も関係の深いものです。
　騒音の発生源は多種多様であり、工場・事業場、建設
作業、交通機関等や、深夜営業、クーラー運転音など家
庭用機器による生活騒音などがあり、平成１８年度には
１３６件の苦情が寄せられました。
　振動の苦情は、平成１８年度は１５件寄せられており、建
設作業によるものが６件、工場・事業場によるものが４
件となっています。

●●●●●●●●●●●騒音・振動対策

◆騒音の大きさの例

dB 飛行機のエンジンの近く

自動車の警笛

電車が通るときのガード下

大声による独唱

地下鉄の車内

電話のベル

静かな乗用車

静かな事務所

図書館
ささやき声
木の葉のふれあう音

◆騒音に関する騒音基準

環　境　基　準　の　値
（昼間（６：００～２２：００）／夜間（２２：００～６：００））

環境基準
類型 幹線道路近接区間

・２車線以下：１５ｍ
・２車線超　：２０ｍ

道路に面する地域
（交通騒音が支配
 的音源の地域）

一般の地域

７０／６５
（屋内基準値４５／４０）

６０／５５
（２車線以上）

５５／４５
（１車線道
路に面する
地 域 を 含
む）

A類型

６５／６０
（２車線以上）B類型

６５／６０
（１車線以上）６０／５０C類型

注）Ａ地域は、専ら住居の用に供される地域
　　Ｂ地域は、主として住居の用に供される地域
　　Ｃ地域は、相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域
　　幹線道路：高速道路、自動車専用道路、国道、県道、４車線以上の市町村道
　　環境基準類型は県内に適用される類型のみを記載

◆騒音苦情件数の構成比（平成１８年度）

建設業 
34.6％ 

小売・ 
サービス業 
17.6％ 

製造業 
14.0％ 

その他 
33.8％ 

合計 
136件 

※出典：平成18年度公害苦情件数調査 

■発生源対策
　県では、騒音規制法
および振動規制法に基
づいて、騒音および振
動を防止し生活環境を
保全すべき地域を指定
しており、規制基準を
定めて、騒音・振動発
生施設を設置する工場
等を規制しています。

■自動車交通騒音
　県内主要道路沿道における自動車交通騒音の実態を把
握するため、自動車騒音の調査を行っています。平成１９
年度においては、道路端において自動車騒音調査を１６箇
所で行った結果、８箇所において、自動車騒音にかかる
要請限度を超えていました。

■新幹線鉄道騒音
　新幹線鉄道から発生する騒音についても別途、環境基
準（第Ⅰ種（住居系）７０デシベル、第Ⅱ種（その他）７５
デシベル）が定められています。平成１９年度に県内２箇
所で騒音測定を実施したところ、両地点で暫定的な対策
の目標である７５デシベル以下となっていました。
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　悪臭が人に与える影響は、主に不快感などの感覚的影
響が中心で、悪臭の感じ方には個人差があり、健康状態
にも左右されます。
　「悪臭防止法」では、悪臭物質（２２物質）の濃度によ
る規制と、人の嗅覚を用いて臭いを総体的に測定する方
法を用いた臭気指数による規制の２つの制度があり、地
域の実態に応じていずれかが採用されています。法に基
づき悪臭を規制する地域として、１２市１２町（平成２０
（２００８）年４月１日現在）を指定しています。

●●●●●●●●●●●悪臭対策

◆悪臭苦情件数の構成比（平成１８年度）

小売・ 
サービス業 
8.0％ 合計 

136件 

※出典：平成18年度公害苦情件数調査 

製造業 
21.0％ 

建設業 
6.5％ 畜産業 

3.6％ 

その他 
60.9％ 


